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「第２次宇都宮市食料・農業・農村基本計画」の見直しについて 

 

◎ 趣旨 

「第２次宇都宮市食料・農業・農村基本計画」について，平成３０年度が前期の最終年度とな

ることから，社会環境の変化や本市の農業の現状を踏まえ，これまでの取組を評価し，後期５

年間に向けた現行計画の見直しを行うもの 

 

１ 「第２次宇都宮市食料・農業・農村基本計画」について 

 ⑴ 策定の目的 

本市の農業が「食」と「農」を取り巻く環境変化に的確に対応し，本市に備わる豊かな農資 

源と地理的優位性を活かしながら持続的に営まれ，また，市民に高品質な農産物を安定的に供 

給できる価値の高い産業として発展できるよう，総合的に施策を推進するため策定するもの 

 

 ⑵ 計画期間 

   平成２６（２０１４）年度～平成３５（２０２３）年度 

 

 

⑶ 計画の位置付け 

 

 

 

 

 

 

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料１ 

第６次宇都宮市総合計画（H30.3） 

第２次宇都宮市食料・農業・農村基本計画 

◎ 宇都宮市地産地消推進計画 

◎ 宇都宮市都市農業振興基本計画（地方計画） 

［農業関連計画］ 

・宇都宮市農業経営基盤の強化の促進に関する基本構想（H26.9） 

・宇都宮農業振興地域整備計画（H25.4） 

［主な関連計画等］ 

・宇都宮市バイオマスタウン構想（H21.3） 

・宇都宮市都市計画マスタープラン（H22.4） 

【国】 

「食料・農業・農村基本計画」 

（H27.3） 

「都市農業振興基本計画」 

（H28.3） 

 

【県】 

「とちぎ農業"進化"躍動プラン」 

（H28.3） 

うつのみや産業振興ビジョン（H30.3） 

※ 今回の計画見直しにより，新たに位置付けるもの 
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 ⑷ 本市が目指す農業都市像…資料１別紙 イメージ図 

 

 【「本市農業の役割」と「それを支える農業・農村」】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【基本理念（「あるべき状態」と「それに近づくための基本目標」）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標 

あるべき状態 

農業者 

自信と誇りを持って元気に楽しく営農 

消費者 

宇都宮産農産物をいつでも身近に味わえる 

市民 

農業王国へ貢献し，その恩恵を受ける 

農業所得の向上 手に入れやすさの向上 農の魅力の向上 

「生産力」の向上 

農業の将来性を豊かにする力 

「販売力」の向上 

消費者の手に入れやすさを高める力

「地域力」の向上 

市民の郷土愛を醸成する力 

本市農業の役割 

農業の振興 

「食料供給機能」・「経済活性化機能」・「多面的機能」を有している 

農村の振興 

農業者を含めた地域住民の生活の場で農業が営まれていることにより，農業の持続的な発展の基盤たる役割を果たしている 

食料の安定供給 

人の生命に欠くことができないもの 

多面的機能の発揮 

農業生産活動により生ずる機能 

（自然環境保全，教育活動の場等） 

経済の活性化 

本市の主要産業の１つとして寄与 
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２ 「第２次宇都宮市食料・農業・農村基本計画」の見直しについて 

 ⑴ 農業を取り巻く社会環境の変化 

  ア 世界の状況 

 ① 世界の食料需給 

・ 世界人口の増加に伴い，世界の食料需要は増加傾向にある。 

 

   ② 経済連携等によるグローバル化の進行 

・ ＴＰＰ１１をはじめとする経済連携による市場のグローバル化により，輸入農産物と 

の競合の激化や価格の低下など農業生産への影響が懸念される一方で，本市農産物の国 

外市場への拡大が期待できる。 

・ 「２０２０年東京オリンピック・パラリンピック」における食材調達基準としてＧＡ 

Ｐ（※）の認証取得が採用されたことを契機とし，販路拡大の視点から，国際水準のＧ 

ＡＰを取得する動きが加速化している。 

※ ＧＡＰ（Good Agricultural Practice）：農業生産管理工程 

農業において，食品安全，環境保全，労働安全等を確保するための生産工程管理の取

組であり，多様なＧＡＰ基準が存在（ＪＧＡＰ，グローバルＧＡＰ等） 

 

イ 国内の状況 

 ① 食料自給率の低迷 

日本の食料自給率は３８％（平成２８年度）で，先進国の中で最低水準であり食料自給

率の向上が政策課題となっている。 

 

② 人口減少・高齢化の進行 

人口減少や高齢化により，農業・農村の衰退が懸念されるとともに，国内消費の縮小に 

よる産地間競争の激化が見込まれる。 

 

③ 消費者ニーズの変化 

・ 単身や高齢者，共働き世帯の増加など，ライフスタイルの変化に伴い，外食化や加工・ 

調理品へのニーズが高まっている。 

・ 米の消費が減少する中，稲作を中心とした水田農業構造からの転換が求められている。 

 

④ 技術革新の進展 

農業分野においても，ＩＣＴ，ロボット技術の導入実証や先導的技術の研究開発，農デ 

ータ利活用促進に向けたデータ連携基盤の構築等が進み，作業の効率化や省力化，農産物 

の品質向上や収量増など，生産性向上の効果が期待できる。 

 

⑤ 農業・農村の価値の再認識 

農村の資源や魅力を活かした地域活動やグリーンツーリズム等が展開されているほか，

農泊や都市部と行き交うライフスタイルの広がりなどの田園回帰の動きも生まれており，

農業・農村の価値が再認識され，農村コミュニティの活性化に寄与している。 
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ウ 国・県の方向性 

① 国の方向性 

 ・ 「新たな食料・農業・農村計画」の策定（平成２７年３月） 

  農業や食品産業の成長産業化を促進する「産業政策」と，多面的機能の維持・発揮を 

促進する「地域政策」を軸として，食料・農業・農村施策の改革を着実に推進する方向 

性を整理 

 

・ 「農林水産業・地域の活力創造プラン」の改訂及び「農業競争力強化プログラム」の 

策定（平成２８年１１月） 

更なる農業の競争力強化に向けて，生産資材価格の引き下げや農産物の流通・価格構

造の改革などに取り組むとともに，戦略的輸出体制の整備に向けた方向性を整理 

 

・ 「都市農業振興基本法」の施行（平成２７年３月） 

都市農業（市街化区域の農業）の多様な機能の発揮に向けて，都市農地（市街化区域 

内の農地）が「宅地化すべきもの」から「あるべきもの」へ位置づけが転換され，都市

農業振興に関する施策の方向性を整理 

 

② 県の方向性 

・ 「とちぎ農業“進化”躍動プラン」の策定（平成２８年３月） 

      「成長産業として進化する農業・栃木」を基本目標に，「稼げる農業」の展開と「棲み

よい農村環境」の整備に向け，園芸生産の拡大や農産物のブランド力強化と輸出促進，

スマート農業の推進，農業・農村の多面的機能の維持・発揮に向けた取組を重点化 

 

・ 「園芸大国とちぎづくり」推進方針の策定（平成２９年６月） 

本県農地の８割を占める水田を活用した収益性の高い園芸作物の産地形成に向けて， 

高度な施設園芸と大規模な露地野菜の生産振興に向けた取組方針を整理 

 

  エ 本市のまちづくりの方向性  

   ① 「ＮＣＣ形成ビジョン」の策定（平成２７年２月） 

     市の中心部に配置・形成される「都市拠点」と各地域に配置・形成される「地域拠点」 

の２層拠点を配置し，市民生活に必要な機能を充足できる都市の形成方針が示され，その 

中で，市街化調整区域における地域拠点において，農業の発展に配慮しながらも，地域 

住民の良好な生活環境の維持・向上を図ることを方向付け 

 

   ② 「第６次宇都宮市総合計画」の策定（平成３０年３月） 

     産業・環境分野において，「農林業の生産力・販売力・地域力を高める」ため，農の産地 

力強化と農産物のブランド化の推進を主な戦略事業として設定 
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   ③ 「うつのみや産業振興ビジョン」の改定（平成３０年３月） 

「創造力」，「耐久力」，「循環力」，「稼ぐ力」を高めた「経済・産業未来都市」の実現に 

向けて，農業分野においては，農商工連携によるＩＣＴ等を活用した生産性向上や，大谷

などの地域資源を活用した農業振興，地域商社との連携による農産物等の販路拡大・流通

機能の強化等による経済活動の活性化を重点取組として設定 

 

⑵ 見直しの考え方 

経済連携等による市場のグローバル化の進展や，国や県において，農業の成長産業化や多面 

的機能の維持・発揮に向けた取組の方向性が示されるなど，農業を取り巻く環境が変化してい

ることや，本市のまちづくりの方向性等を踏まえ，必要な施策を講じていくため，現行計画の

後期に当たる今後５年間の指針として見直しを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



6 
 

【見直し体制について】 

 １ 庁内組織における検討 

  ・ 計画策定委員会（役割：現状や展望の調査・分析，計画原案の作成） 

 

２ 庁外組織における検討 

 ・ 宇都宮市農業振興対策審議会（役割：計画原案の審議，市長の諮問に対する答申） 

・ 宇都宮市地産地消推進会議（役割：地産地消に関する取組方針の検討） 

 

 ３ 市民意見の反映 

  ・ パブリックコメント（役割：市民から幅広く意見聴取） 

 

 

 

 

 

 

                           諮問 

 

 

                           答申 

 

５ 見直しスケジュールについて 別紙１参照 

 

 

 

 

 

 

                           意見の 

                           反映 

 

 

 

 

 

 

 

                           意見の 

                           反映 

 

 

※ その他，「アンケート調査」により市民意識やニーズ等を把握するとともに，「生産・流通関係団体   

に対するヒアリング調査」等を実施し，農業・農村振興施策に関して様々な立場から幅広く意見を聴 

取し，計画の見直しに反映させていく。 

庁内組織 庁外組織 

庁議（審議・報告） 

ワーキンググループ 

委員会を構成する課の課長補佐，係長等 

策定委員会 

 

委員長 ：経済部次長（農政担当） 

副委員長：農業企画課長 

委員  ：財政課長，政策審議室長， 

健康増進課長，環境政策課長， 

産業政策課長，商工振興課長， 

観光交流課長，都市魅力創造課長， 

農林生産流通課長，中央卸売市場次長， 

都市計画課長，学校健康課長， 

農業委員会事務局次長 

 

※ その他，必要に応じて関係課が出席 

関係部長・関係次長会議 

（必要に応じて開催） 

 

農業振興対策審議会 

 

市議会議員 

農業委員会委員 

農業関係団体代表者 

行政機関 

学識経験者 

公募委員 等 

市民意見 

パブリックコメント 

地産地消推進会議 

 

市議会議員 

学識経験者 

消費・流通関係団体代表者 等
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【見直しスケジュールについて】 

年 月 
地産地消推進会議 

（３回開催予定） 

庁  内 策定委員会等 

庁  外 農業振興対策審議会 

市民意見 パブリックコメント 

Ｈ３０ 

７ 

地産地消推進会議（第２回） 

・ 地産地消に関するこれまでの

取組を踏まえた現状と課題の整

理 等 

 

庁  内 策定委員会（第１回） 

 ・ これまでの取組（中間評価）を踏まえた現

状と課題の整理，取組の方向性の検討 等 

庁  外 審議会（第２回） 

・ これまでの取組（中間評価）を踏まえた現

状と課題の整理 

・ 取組の方向性の検討 等 

８ 
 庁  内 策定委員会（第２回） 

    ・ 施策体系の整理 等 

９ 

 庁  内 策定委員会（第３回） 

     ・ 地域別現状と方向性の整理 

     ・ 地産地消と都市農業振興に関する取組方針

の検討 等 

１０ 
 庁  内 関係部長会議 

    ・ 見直しの方向性の確認 等 

１１ 

地産地消推進会議（第３回） 

・ 施策体系の整理 

・ 地産地消に関する取組方針の

検討 

・ 計画素案の検討 等 

庁  外 審議会（第３回） 

・ 施策体系の整理 

・ 地域別現状と方向性の整理 

・ 地産地消と都市農業振興に関する取組方針

の検討 

・ 計画素案の検討 等 

庁  内 策定委員会（第４回） 

・ 計画素案の検討 等 

  庁議 

 ・ 計画素案の検討 等 

１２ 
地産地消推進会議（各委員へ郵送）

・ 計画素案の確認 

庁  外 審議会（各委員へ郵送） 

・ 計画素案の確認 

Ｈ３１ 

１ 
 

 

市民意見 パブリックコメント 

    ・ 市民からの意見聴取 

２ 

 庁  内 策定委員会（第５回） 

    ・ パブリックコメントへの対応 

・ 計画案の検討 

庁  外 審議会（第４回） 

・ パブリックコメントへの対応 

・ 計画案と答申案の審議 

３ 

 庁  外 審議会（第５回）【市長への答申】 

庁  内 策定委員会 

    ・ 計画案の作成 

 庁議 

    ・ 計画の決定・公表 
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消費者 
宇都宮産農産物をいつでも身近に味わえる 

資料１別紙 

食料の安定供給 

ア 
イ

ウ

農業者 
自信と誇りを持って元気に楽しく営農 

市民 
農業王国へ貢献し，その恩恵を受ける 

経済の活性化 多面的機能の発揮 ㋐㋑㋒の自然環境保全，教育活動の場等 
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これまでの取組の評価及び今後の方向性について 

 

◎ 趣旨 

「第２次宇都宮市食料・農業・農村基本計画」のこれまでの取組状況に基づき，社会環境の変化や本 

市農業の現状を踏まえ，個別施策ごとに今後の方向性を整理するもの 

 

１ 「第２次宇都宮市食料・農業・農村基本計画」の取組の評価について 

 ⑴ 評価の視点 

  ・ 基本施策及びリーディングプロジェクトについては，それぞれに掲げる目標の達成状況により， 

評価を行う。 

【Ａ…達成度９０％超 Ｂ…達成度７０％～９０％ Ｃ…達成度７０％未満】 

・ 目標値を設定していない個別施策については，主な指標を設け，その取組状況に基づき，社会環 

境の変化や本市農業の現状を踏まえた評価を行い，今後の方向性について整理する。 

【○…概ね順調 △…強化が必要】 

 

 ⑵ 評価（ポイント） 

  ア 基本施策及び「農業王国うつのみや」創造戦略プランの目標達成状況について・・・別紙２－１ 

   ① 「生産力」 

・ 認定農業者数や高額農業所得者の増加に伴い，総農業所得も増加傾向にあり，目標を達成し 

ている。 

    ・ 認定農業者のうち法人経営体数は，８経営体増加しているが，計画策定当初見込んでいた数 

までは土地利用型大規模経営体の法人化や園芸分野での企業参入は進んでいない。 

   ② 「販売力」 

    ・ うつのみや産青果物の国内市場取扱金額は，野菜などの収益性の高い作物の出荷額が増加し  

たことにより，ここ数年の傾向としては増加しており，概ね計画どおりに進捗している。 

    ・ 地場農産物を積極的に購入する人の割合は，地産地消フェアの開催など，市民意識の向上に 

向けたＰＲ活動により，計画以上に進捗しており，年度目標を達成している。 

   ③ 「地域力」 

・ 農業を大切に思う（「非常にそう思う」）市民の割合は，年度目標を下回っているが，「非常に 

そう思う」に加え「そう思う」と回答した市民を含めた割合は８８．３%に昇っている。 

 

イ 個別施策の取組状況及び今後の方向性について・・・別紙２－２ 

   ① 「生産力」 

    ・ 今後も農家数の減少が見込まれることから，農地を維持・有効活用するため，効率的な生産 

活動を行う大規模な経営体を増やすことが必要 

⇒ 地域の実情を踏まえた大規模経営体の確保・育成（集落営農の組織化・法人化，企業参入   

の促進） 

    ・ 認定農業者の農業所得額の二極化が進んでいることから，農業所得の向上を図るため，特に   

所得目標基準額以下の認定農業者の経営規模拡大や収益力の向上に向けた取組が必要 

⇒ 担い手の経営規模拡大・収益力の向上（稼げる農業の確立） 

    ・ 生産効率の向上を図るため，先進技術等の活用や機械化一貫体系による露地野菜生産などの 

取組が必要 

⇒ ＩＣＴ等の導入促進，機械化の促進 

    ・ 生産効率の向上に向けて，農地の効率的かつ戦略的な利用と基盤整備が必要 

⇒ 農地利用及び生産基盤の効率性の向上（担い手への農地集積，水田の再整備・大区画化） 

    ・ 荒廃農地予備群である耕作放棄地が増加傾向にあることから，未然に防止することが必要 

⇒ 耕作放棄地の未然防止，不作付地の有効活用 

 

資料２ 
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② 「販売力」 

 ・ 消費者からの信頼性の向上やそれに伴う販路拡大につなげるため，更なる農業生産工程の見 

える化が必要 

  ⇒ 宇都宮産農産物の生産工程の見える化（生産履歴の記帳促進・販路拡大に必要なＧＡＰ導 

入の推進） 

 ・ 本市のブランド農産物の知名度が低いことから，ブランド産品の販路拡大に向け，知名度向 

上のためのＰＲが必要   

⇒ ブランド産品の知名度向上（様々な媒体を活用したＰＲ等） 

 ・ 米の消費が減少傾向にある一方，ブランド米の産地で生産量が増加する動きもあることから， 

より一層需要のある加工・業務用野菜等への生産転換や収量の確保が必要 

⇒ 加工・業務用作物の生産振興（多収米，野菜等） 

 

③ 「地域力」 

 ・ 農業が持つ多面的機能の維持・向上に向けた活動を行う組織の数が近年横ばいになっているこ 

とから，機能の維持・向上を図るため，地域の合意形成により農業・農村環境の保全活動に関わ   

る組織や組織の構成員となる市民の拡大が必要 

⇒ 地域ぐるみの多面的機能の維持・保全（活動に関わる市民の拡大） 

・ 今後ますます増加が見込まれる耕作放棄地を未然に防止するため，現在，上河内地区のみで実 

施されている引受け手のない農地の維持・保全について，他の必要な地域でも対応が必要 

⇒ 農地の守り手の確保・育成 

 

２ 新たな課題等について 

 ⑴ 有害鳥獣被害対策 

   有害鳥獣による農業被害は拡大傾向にあることから，営農環境を保全するための対策が必要 

   （被害額 Ｈ２６：１３，８４０千円 ⇒ Ｈ２９：４７，１１６千円） 

 ⑵ 都市農業振興について 

   平成２７年４月に「都市農業振興基本法」が施行され，市街化区域における農地（都市農地）が「宅

地化すべきもの」から「あるべきもの」として位置付けの転換がされ，都市農業・農地が持つ「新鮮

な農産物の供給」や「農作業等の体験の場」といった多様な機能の発揮が求められていることから，

本市においても，これらの機能の発揮に向けた施策が必要 

⑶ ユニバ―サル農業 

   県において，農業と福祉のマッチングを行う「セルプセンター」が設立されるなどの仕組みの構築 

が進む中，本市においても，農業における労働力の確保と，障がい者の働く場づくりに向けて，農業 

と福祉の連携の強化が必要 

 ⑷ ＮＣＣ形成ビジョンに基づく市街化調整区域における地域拠点 

   「ＮＣＣ形成ビジョン」において，市街化調整区域にも地域拠点が設けられ，日常生活を支える機 

能の集積が方向付けられたことから，都市計画制度と連携した農村コミュニティの活性化に向けた施 

策が必要 

 

３ スケジュール 

  平成３０年 ７月１３日（金） 第１回策定委員会 

          １７日（火） 第２回宇都宮市地産地消推進会議 

          ２７日（金） 第２回宇都宮市農業振興対策審議会 
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基本施策及び「農業王国うつのみや」創造戦略プランの目標達成状況について 

 

１ 基本施策の目標達成状況 （Ａ…達成度９０％超 Ｂ…達成度７０％～９０％ Ｃ…達成度７０％未満） 

基本施策 目標 年度 
Ｈ２５ 

（当初） 
Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

Ｈ３５ 

（最終） 
評価 

生産力 認定農業者の総農業所得 

（宇都宮市「農業経営改善計画認定申請書

（認定農業者）」より集計） 

目標 ― ４５億円 ４６億円 ４７億円 ４８億円 ５３億円 

Ａ 

認定農業者数や高額農業所得者の増加に伴

い，総農業所得も増加傾向にあり，目標を達

成している。 

実績 ４４億円 ４５億円 ５２億円 ５２億円 ５３億円 ― 

達成率 ― １００．０％ １１３．０％ １１０．６％ １１０．４％ ― 

販売力 うつのみや産青果物の国内市場取

扱金額 

（ＪＡうつのみや調べ「青果物品目/市場別

販売実績」） 

目標 ― ７５．５億円 ７７億円 ７８．５億円 ８０億円 ８９億円 

Ａ 

天候の影響による出荷量の増減等に伴い金

額の変動はあるが，野菜などの収益性の高い

作物の出荷額が増加したことにより，ここ数

年の傾向としては増加しており，概ね計画ど

おりに進捗している。 

実績 ７４億円 ７２億円 ７９億円 ８０億円 ７８億円 ― 

達成率 ― ９５．４％ １０２．６％ １０１．９％ ９７．５％ ― 

地域力 宇都宮の農業を大切にしたいと思

う市民の割合 

※「非常にそう思う」と「そう思う」の割合

の合計 

（宇都宮市「市政に関する世論調査」） 

 

目標 ― ２６．３％ ２９．０％ ３１．６％ ３４．３％ ５０％以上 

Ｂ 

「非常にそう思う」市民を対象にしてお

り，年度目標を下回っている。 

なお，「非常にそう思う（２９．６％）」に

加え「そう思う（５８．７％）」と回答した

市民を含めた割合は８８．３%に昇ってい

る。 

実績 ２３．７％ ３５．２％ ― ３０．５％ ２９．６％ ― 

達成率 ― １３３．８％ ― ９６．５％ ８６．３％ ― 

参考※ ８６．０％ ９３．６％ ― ８６．４％ ８８．３％ ― 

 

２ 「農業王国うつのみや」創造戦略プランの目標達成状況 （Ａ…達成度９０％超 Ｂ…達成度７０％～９０％ Ｃ…達成度７０％未満） 

目標 年度 
Ｈ２５ 

（当初） 
Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

Ｈ３５ 

（最終） 
評価 

総合目標 農業産出額 

（農林水産省「農林業センサス結果等を活用

した市町村別農業産出額の推計結果」） 

目標 ― １９４億円 １９７億円 ２００億円 ２０３億円 ２２２億円 

Ａ 

米からの転作が進み，その中でも特に「野

菜」の産出額が増加したことにより，年度目

標を達成している。 

実績 １８５億円 １８３億円 ２０４億円 ２１９億円 ― ― 

達成率 ― ９４．３％ １１３．０％ １１０．６％ ― ― 

法人経営体数 

（宇都宮市「認定農業者名簿」より集計） 
目標 ― ３６経営体 ４１経営体 ４６経営体 ５１経営体 ８３経営体 

Ｂ 

認定農業者のうちの法人経営体数は８経営

体増加しているが，計画策定当初見込んでい

た数までは土地利用型大規模経営体の法人化

や園芸分野での企業参入は進んでいない。 

実績 ３１経営体 ３３経営体 ３５経営体 ３７経営体 ３９経営体 ― 

達成率 ― ９１．７％ ８５．４％ ８０．４％ ７６．５％ ― 

資料２別紙① 
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３ 「農業王国うつのみや」創造戦略プランリーディングプロジェクトの目標達成状況 （Ａ…達成度９０％超 Ｂ…達成度７０％～９０％ Ｃ…達成度７０％未満） 

目標 年度 
Ｈ２５ 

（当初） 
Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

Ｈ３５ 

（最終） 
評価 

１ 

未来の担い手

育成プロジェ

クト 

直近１０年の新規就農者数

（４０歳未満） 

（宇都宮企画課調べ） 

目標 ― １６０経営体 １６８経営体 １７６経営体 １８４経営体 ２３０経営体 

Ａ 

農業公社と連携し，就農フェアへの出展や

体験実習会の開催，研修の実施などの段階に

応じたきめ細かい支援により，年度ごとに４

０歳未満の就農者数は一定数を確保し，計画

どおりに進捗しており，年度目標を達成して

いる。 

実績 １５２経営体 １７２経営体 １７６経営体 １８１経営体 １８４経営体 ― 

達成率 ― １０７．５％ １０４．８％ １０２．８％ １００．０％ ― 

２ 

収益性の高い

農業実現プロ

ジェクト 

農業所得１，０００万円超の

認定農業者数 

（宇都宮市「認定農業者名簿」より集

計） 

目標 ― １０９経営体 １１１経営体 １１３経営体 １１５経営体 １３０経営体 

Ａ 

担い手に対する農地の集積や生産施設整備

への補助など，経営規模拡大に向けた支援に

より，１，０００万円超の認定農業者数も計

画どおりに進捗しており，年度目標を達成し

ている。 

実績 １０７経営体 １１３経営体 １１８経営体 １１３経営体 １１８経営体 ― 

達成率 ― １０３．７％ １０６．３％ １００．０％ １０２．６％ ― 

３ 

誰もが欲しが

る農産物創出

プロジェクト 

地場農産物を積極的に選択し

ようとする市民の割合 

（宇都宮市「市政に関する世論調査」） 

目標 ― ５３．８％ ５５．６％ ５７．４％ ５９．２％ ８０％以上 

Ａ 

地産地消フェアの開催など，市民意識の向

上に向けたＰＲ活動により，計画以上に進捗

しており，年度目標を達成している。 

実績 ５２．０％ ５７．２％ ― ８１．３％ ７７．４％ ― 

達成率 ― １０６．３％ ― １４１．６％ １３０．７％ ― 

４ 

人と環境にや

さしい農業・

農村実現プロ

ジェクト 

市内農地における環境保全活

動カバー率 

（宇都宮市「多面的機能支払交付金認定

面積」より算出） 

 

目標 ― ２９．１％ ３４．８％ ４０．４％ ４６．０％ ８０％以上 

Ｂ 

国の交付金を活用した活動組織の設立・運

営支援により組織数が増加したことに伴い，

カバー率も増加傾向にあったが，近年，活動

組織数が横ばいになっており，目標値との乖

離が広がっている。 

実績 ２３．５％ ２８．６％ ３８．３％ ４１．３％ ４０．７％ ― 

達成率 ― ９８．３％ １０９．２％ １０２．２％ ８８．５％ ― 

５ 

活力あふれる

農村づくりプ

ロジェクト 

むらづくり推進協議会地区数 

（農業企画課調べ） 
目標 ― １３地区 １３地区 １３地区 １３地区 １４地区 

Ａ 

本市交付金を活用したむらづくり推進協議

会への支援により，各地区で農業祭等の開催

に取り組んでおり，年度目標を達成してい

る。 

なお，残り１地区においても，産業祭が開

催されるなど，実質的に市内全地区において

地域活動が展開されている。 

実績 １２地区 １３地区 １３地区 １３地区 １３地区 ― 

達成率 ― １００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％ ― 
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【参考】地産地消推進計画の目標達成状況 （Ａ…達成度９０％超 Ｂ…達成度７０％～９０％ Ｃ…達成度７０％未満） 

基本目標 目標 年度 
Ｈ２５ 

（当初） 
Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 

Ｈ３０ 

（最終） 
評価 

地場農産

物の生産

振興と消

費拡大 

「うつのみや産農産物を積極的に

選択する割合」 

（宇都宮市「市政に関する世論調査」） 

目標 ― ５６．０％ ５９．５％ ６３％ ６６．５％ ７０％ 

Ａ 

キャンペーン等の地産地消推進のための啓

発活動や，地産地消推進店の増加などの環境

整備に取り組んだ結果，割合は増加傾向にあ

り，目標を達成している。 

実績 ５２．５％ ５７．２％ ― ８１．３％ ７７．４％ ― 

達成率 ― １０２．１％ ― １２９．１％ １１６．４％ ― 

健全な食

生活の実

現 

「出荷者すべてが生産履歴を記帳

している直売所の割合」 

※出荷者の一部が生産履歴を記帳している直

売所の割合 

（栃木県「農産物直売所等の設置状況調査」） 

目標 ― ６０％ ７０％ ８０％ ９０％ １００％ 

Ｃ 

直売所における出荷者全ての生産履歴の記

帳の取組までは徹底されておらず，目標を下

回っている。 

なお，出荷者の一部が取り組んでいる直売

所の割合は増加傾向にある。 

実績 
４０％ 

（Ｈ２４） 
５０％ ４１．４％ ３４．６％ ４４．０％ ― 

達成率 ― ８３．３％ ５９．１％ ４３．３％ ４８．９％ ― 

参考※ ７０．０％ ７８．６％ ７５．９％ ８８．５％ ８４．０％ ― 

都市と農

村の交流

促進 

「ふれあい交流イベント入場者

数」 

※ 宇都宮さつき＆花フェア（５～６月），う

つのみや食育フェア（１０月），宇都宮農林業

祭（１１月）の入場者数の合計 

（宇都宮さつき＆花フェア実行委員会・うつ

のみや食育フェア実行委員会・宇都宮市農林

業祭開催委員会調べ） 

目標 ― １４．４万人 １４．８万人 １５．２万人 １５．６万人 １６万人 

Ｂ 

天候等の影響により人数の増減はあるが，

一定数の入場者数を確保しており，概ね計画

どおりに進捗している。 

実績 １４万人 １４万人 １１．７万人 １３．３万人 １３．２万人 ― 

達成率 ― ９７．２％ ７９．１％ ８７．５％ ８４．６％ ― 
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個別施策の取組状況について 

［生産力］ 

基本

施策 
個別施策 

取組状況 取組の評価 

○…概ね順調 △…強化が必要 
今後の方向性 

主な指標 Ｈ２５当初 Ｈ２９実績・取組 

１ 

地
域
に
必
要
な
「
担
い
手
の
確
保
」 

地域の中心

となる担い

手の確保 

認定農業者数（累計） ６４５経営体 ７６０経営体 

△

［取組状況］ 

・認定農業者数は増加 
・集落営農組織は２経営体増加（いずれも法人） 
・法人経営体は増加しており，大谷地域の夏秋いちご栽

培の企業参入が進んでいるが，計画当初見込んでいた数

までは土地利用型大規模経営体の法人化や園芸分野へ

の企業参入が進んでいない。 
［その他の環境変化等］ 

・農家数の減，農地の減少 
 Ｈ１７ Ｈ２７ 増減 

販売農家（戸） ５，３７８ ３，９０５ △１，４７３

農業振興地域 

農用地（ha） 

１２，３１２

（Ｈ１８）

１２，０９５ △２１５

うち経営耕地

（ha） 

１０，８７１ ９，９００ △９７１

 
⇒経営耕地を維持するための十分な規模の担い手の確

保ができていない。 

 

［課題］ 

・今後も農家数の減少が見込まれることから，農地を維持・有

効活用するため，効率的な生産活動を行う大規模な経営体を

増やすことが必要 

 
［取組の方向性］ 

・地域の実情を踏まえた大規模経営体の確保・育成 
（集落営農の組織化・法人化，企業参入の促進） 

 
 

集落営農組織数（累計） 

（うち法人数） 

２３経営体 

（０経営体） 

２５経営体 

（２経営体） 

法人経営体数（累計） 

【再掲：資料２－１】 

３１経営体 

 

３９経営体 

（大谷地域での 

夏秋いちご栽培 

２企業参入） 

将来の担い

手の確保 

直近１０年の新規就農

者数（４０歳未満） 

【再掲：資料２－１】 

１５２経営体 １８４経営体 

○

［取組状況］ 

・４０歳未満や親元就農の新規就農者は一定数確保して

おり，目標を達成 

 
［その他の環境変化等］ 

・農業者の高齢化（６５歳以上）の進行 
 Ｈ１７ Ｈ２７ 増減 

高齢化率（％） ５０．９ ５９．１ ＋８．２

 
⇒一定数の若年層就農者の確保ができている。 

［課題］ 

・担い手の高齢化が進行し，農業・農村の衰退が懸念される中，

引き続き，将来の地域農業の中心となる担い手の確保は必要 

 
［取組の方向性］ 

・意欲ある若年層就農者，即戦力となる親元就農者の確保 

新規就農者 

（親元就農者） 

 

１９経営体 

 

１７経営体 

 

女性や高齢

者等の農業

への参画促

進 

女性の認定農業者数 

（累計） 

１３経営体 ２４経営体 

○

［取組状況］ 

・女性の認定農業者は増加 
・高齢者の新規就農者数も増加 

 
⇒女性や高齢者等の農業参画は進んでいる。 

 

［課題］ 

・引き続き，女性や高齢者等の農業への参画促進に取り組むこ

とは必要 

 
［取組の方向性］ 

・女性や高齢者等の農業参画の促進 

高齢者の新規就農者数 

（累計） 

１経営体 ３経営体 

資料２別紙② 



2 
 

基本

施策 
個別施策 

取組状況 取組の評価 

○…概ね順調 △…強化が必要 
今後の方向性 

主な指標 Ｈ２５当初 Ｈ２９実績・取組 

２ 

強
く
や
さ
し
い
「
担
い
手
の
育
成
」 

農業経営力

の向上 

農業所得１，０００万円超

の認定農業者数（累計） 

【再掲：資料２－１】 

１０７経営体 １１８経営体 

△

［取組状況］ 

・農業所得１，０００万円超の認定農業者は増加し

ており，目標を達成 
・高額農業所得者が増加している一方で，５８０万

円未満の認定農業者も増加 

 
⇒農業所得層が二極化しており，平均所得もほぼ横

ばいで向上していない。 

［課題］ 

・所得目標基準額以下の認定農業者の農業所得の向上に向けた取組

が必要 

 
［取組の方向性］ 

・担い手の経営規模の拡大，収益力の向上 

 

農業所得分布（累計） 

５８０万円（※）以上 

 

５８０万円（※）未満 

 

※認定農業者の所得目標基準

額：５８０万円 

 

３６２経営体 

（５６．２％） 

２８２経営体 

（４３．８％） 

 

４２３経営体 

（５５．６％） 

３３７経営体 

（４４．４％） 

認定農業者の平均所得 ６８６万円 ６８９万円 

効率的な生

産技術の導

入促進 

土地利用型農業低コス

ト化機械等整備事業補

助件数（累計） 

－ 

（Ｈ２８創設） 

５件 

 

△

［取組状況］ 

・稲作の生産コスト低減に向け，農業機械導入費の

一部補助の実施により直播等による作業の効率化

の取組は拡大 

 
［その他の環境変化等］ 

・農業分野においても，ＩＣＴ，ロボット技術の導

入効果実証事業や先進技術の研究開発が進んでい

る。 
・県において，機械化一貫体系による露地野菜の生

産振興を方向付け 

 
⇒稲作を中心に効率的な生産技術の導入に取り組

んでいるが，ＩＣＴ等の開発活用が進む中，先進技

術の導入活用は未だ十分ではない。 

［課題］ 

・生産効率の向上に向け，先進技術等の活用や機械化一貫体系によ

る露地野菜生産などの取組が必要 

 
［取組の方向性］ 

・ＩＣＴ等の導入促進，機械化の促進 
農業技術高度化事業 － 

 

水田水管理 

省力化実証事業 

安全と環境

に配慮した

農業の推進 

環境保全型農業直接支

払交付金（国）対象面積 

４４８ha ５３２ha 

○

［取組状況］ 

・国の制度の活用により，地球温暖化防止や生物多

様性保全に資する低（減）農薬等の取組は拡大 
・ＪＡ生産部会においてＧＡＰ（ＪＡ基準）による

自己点検の取組は定着（Ｈ２９は部会統合のため品

目数が減少） 

 
⇒安全と環境に配慮した農業の推進が図られてい

る。 

 

［課題］ 

・引き続き，消費者の安心感を高める取組や環境負荷に配慮した営

農を推進することは必要 

 
［取組の方向性］ 

・環境保全型農業の推進 
（減農薬・減化学肥料の促進，有機農業に取り組む生産者支援） 
・ＧＡＰの普及・定着 

ＪＡ部会における GAP

（※）導入品目数 

※ＪＡ基準に基づく食品安全

や環境保全等に配慮した生産

工程管理の自己点検基準 

３１品目 

 

２９品目 

 

有機農業に取り組む生

産者 

－ ８戸 



3 
 

基本

施策 
個別施策 

取組状況 取組の評価 

○…概ね順調 △…強化が必要 
今後の方向性 

主な指標 Ｈ２５当初 Ｈ２９実績・取組 

３ 

生
産
性
・
効
率
性
の
高
い
「
生
産
基
盤
の
整
備
」 

戦略的な農

地利用の推

進 

担い手への農地集積率 ４８．５％ 

 

５２．７％ 

△

［取組状況］ 

・農地の賃借や売買等の支援により，認定農業者等

の担い手への農地集積率は増加しているが，平成３

６（２０２４）年度目標の８０％とは乖離 

 
［その他の環境変化等］ 

・現在のほ場整備の基準面積は５０aであるが，農

業振興地域農用地区域における５０a 未満の水田

区画の割合が依然として大きい。 

 

⇒担い手への農地集積や効率性の高い基盤整備が

不十分である。 

 

［課題］ 

・生産効率の向上に向けて，農地の効率的かつ戦略的な利用と基盤

整備が必要 

 
［取組の方向性］ 

・意欲ある担い手への農地の集積 
（地域での話し合いによる担い手への農地集積） 
・効率的な生産基盤の整備（水田の再整備・大区画化） 

 

農業振興地域農用地区

域における５０a未満の

水田区画の割合 

８１．４ 

（Ｈ２２） 

８０．６％ 

（Ｈ２７） 

優良農地の

確保・保全 

 

荒廃農地（※）面積 

※現に耕作されておらず，耕

作放棄により荒廃し，通常の

農作業では作物の栽培が不可

能となっている農地 

６９．９ha 

 

６２．２ha 

△

［取組状況］ 

・所有者等に対する指導等により荒廃農地は減少 
（５年間で７．７ｈａ減少） 
・耕作意思のない農地面積は増加傾向 
（５年間で４３ｈａ増加） 

 
⇒荒廃農地が減少する一方で，荒廃農地予備群であ

る耕作意思のない経営耕地は増加傾向にある。 

 

［課題］ 

・耕作放棄地を未然に防止し，有効利用することが必要 

 
［取組の方向性］ 

・耕作放棄地の未然防止，不作付地の有効活用 

 耕作放棄地（※）面積 

※所有者が耕作する意思のな

い農地（１年以上作付けされ

ず，今後数年も作付けする意

思のない農地で，荒廃してい

ないものも含む） 

６３１ha 

（Ｈ２２） 

６７４ha 

（Ｈ２７） 

農業生産施

設等の効率

化 

 

 

 

 

土地利用型農業生産施

設等整備事業補助件数

（累計） 

４３件 ６０件 

○

［取組状況］ 

・機械の共同利用を要件とした大型収穫機導入の

取組は拡大 
・選果場等の大型共同利用施設の整備が進展 

 
⇒機械の共同利用や共同利用施設の整備は進んで

いる。 

［課題］ 

・引き続き，機械や施設の共同利用の促進は必要 

  
［取組の方向性］ 

・機械・施設の共同利用の促進，共同利用施設の整備 

調整・集出荷共同施設等

整備 

 

－ 

 

ＪＡ東部選果場 

選果機整備 

（Ｈ２７） 

 

 

 



4 
 

［販売力］ 

基本

施策 
個別施策 

取組状況 取組の評価 

○…概ね順調 △…強化が必要 
今後の方向性 

主な指標 Ｈ２５当初 Ｈ２９実績・取組 

１ 

市
民
と
農
家
を
結
ぶ
地
産
地
消
の
強
化 

市内マーケ

ティングの

強化 

 

企業との事前契約に基

づき栽培する作物（加

工・業務用） 

トマト：ー トマト：１．７ha 

じゃがいも：２．３ｈａ 

さつまいも：５０a 

玉ねぎ：８４．２ｔ 

○

［取組状況］ 

・企業との事前契約に基づく加工・業務用作物の栽

培は拡大 
・マッチング事業により地場農産物の利用拡大が

図られている。 

 
⇒企業等のニーズに対応した生産振興や地場農産

物の利用拡大は進んでいる。 

 

［課題］ 

・引き続き，地場農産物の利用促進を図るため，実需者ニーズに対

応した作物の生産振興は必要 

 
［取組の方向性］ 

・実需者ニーズに対応した作物の生産振興 
（加工・調理食品産業向けの作物の生産振興） 

 

生産者と実需者のマッ

チング事業（累計） 

－ 

（H２８開始） 

４件 

 

手に入れや

すい仕組み

づくり 

 

地産地消推進店認定数 

（累計） 

（うち農産物直売所） 

（うち小売店） 

７５店舗 

 

（５店舗） 

（３５店舗） 

１３６店舗 

 

（１０店舗） 

（６０店舗） 

○

［取組状況］ 

・地産地消推進店認定数は増加しており，認知度も

向上 
・地場農産物の購入動向として，「積極的・優先的

に購入する人」が約５割 
ただし「店舗で見かけない」「表示で分からない」

との回答も一部あり（約１割） 

 
⇒消費者が手に入れやすい仕組みづくりが進んで

いる。 

 

［課題］ 

・地場農産物の消費拡大に向け，引き続き，消費者が身近で手に入

れられる環境の整備に取り組むとともに，産地情報の開示や生産者

の顔が見えるなど，宇都宮産農産物の識別性の向上が必要 

 
［取組の方向性］ 

・身近で手に入れられる環境の整備 
（地産地消推進店の拡大・充実，産地情報の識別性の向上） 

 

地産地消推進店認知度 

 

３．４％ ２８．０％ 

地場農産物を積極的に

購入する市民の割合 

【再掲：資料２－１】 

５２．０％ 

 

 

７７．４％ 

 

 

「店舗で見かけない」，

「表示で分からない」と

回答した人の割合 

－ １２．０％ 

市民が支え

る仕組みづ

くり 

宇都宮産米の消費拡大 － 

（Ｈ２７開始） 

 

 

うつのみやはじめ

てごはん事業 

げんきにごはん事

業（Ｈ２８～） 

○

［取組状況］ 

・宇都宮産米の配布を通じて，認知度向上や米の消

費拡大に向けた意識啓発や，キャンペーン等を通じ

た地産地消の普及啓発等の取組は拡大 
・「地場農産物を積極的に購入する人」の割合も増

加 

 
⇒地産地消に向けた意識の向上が図られている。 

 
 
 
 

［課題］ 

・引き続き，地産地消に向けた消費者の理解促進は必要 

 
［取組の方向性］ 

・地場農産物の知名度向上 
・消費者の地産地消に対する理解促進 

採れたて うつのみや 

まるかじりキャンペー

ン参加店舗数 

－ 

（Ｈ２６開始） 

４１店舗 

地場農産物を積極的に

購入する市民の割合 

【再掲：資料２－１】 

５２．０％ 

 

７７．４％ 



5 
 

基本

施策 
個別施策 

取組状況 取組の評価 

○…概ね順調 △…強化が必要 
今後の方向性 

主な指標 Ｈ２５当初 Ｈ２９実績・取組 

２ 

流
通
・
販
売
戦
略
の
構
築 

多様な販売

チャネルの

導出 

 

販路拡大に向けた取組 

 

－ 販路拡大セミナー 

（３９名参加） 

沖縄大交易会 

（６名視察参加） 

タイでのフェア 

（１か月間実施） 

○

［取組状況］ 

・セミナーや交易会等による販路拡大に向けた生

産者の育成・確保の取組が拡大 
・地域商社による販路拡大に向けた取組が進展 

 
⇒多様な販売チャネルの導出に向けて，生産者の機

運の醸成が図られている。 

［課題］ 

・生産者の販売利益の拡大に向けて，実際により高く売れる販売先

とのマッチングやそこへの物流体制の構築が必要 

 
［取組の方向性］ 

・国内外への販路拡大 
（生産者と販売先とのマッチング・効率的な流通体制の構築） 

 

安全・安心の

見える化 

 

生産履歴を記帳してい

る直売所の割合 

【再掲：資料２－１】 

４０．０％ 

（Ｈ２４） 

４４．０％ 

△

［取組状況］ 

・県と連携した巡回や指導により，生産履歴を記帳

している直売所の取組は拡大しているが，目標は未

達成 
・国際水準のＧＡＰを導入するほ場は少数 

 
⇒生産者一人ひとりの自主的な生産履歴の記帳の

取組が不十分な面も見られ，また，国際水準のＧＡ

Ｐ導入の動きも鈍い。 

 

［課題］ 

・消費者からの信頼確保やそれに伴う販路拡大に向けて，更なる農

業生産工程の見える化が必要 

 
［取組の方向性］ 

・宇都宮産農産物の生産工程の見える化 
（生産履歴の記帳促進・販路拡大に必要なＧＡＰ導入の推進） 

 

グローバルＧＡＰ（※）

導入ほ場（市内） 

※企業の取引要件として欧

州を中心に策定されたＧＡ

Ｐであり，現在，国際的な食

材調達基準となっているも

の 

１ほ場 ２ほ場 

 

情報発信力

の強化 

 

情報発信の取組 － ＰＶ映画館上映 

観客 

２６１，４００名

（Ｈ２８～） 

インスタグラムフ

ォロワー数７２名 

（Ｈ２９～） 

 

○

［取組状況］ 

・宇都宮産農産物の知名度の向上に向けて，ホーム

ページやＳＮＳ等の様々な媒体を通じたプロモー

ションを展開 

 
⇒宇都宮産農産物の情報発信力は高まっている。 

 
 

［課題］ 

・引き続き，うつのみやブランド農産物を中心とした魅力を発信す

るための取組が必要 

 
［取組の方向性］ 

・宇都宮産農産物の知名度の向上 
（多様な媒体を活用したＰＲ） 
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基本

施策 
個別施策 

取組状況 取組の評価 

○…概ね順調 △…強化が必要 
今後の方向性 

主な指標 Ｈ２５当初 Ｈ２９実績・取組 

３ 

市
場
を
意
識
し
た
農
産
物
の
生
産
振
興 

ブランド産

品の生産振

興 

地域の特色ある農産

物の生産振興 

ゆうだい２１：７．５ha ゆうだい２１ ３０．９ha

大谷夏いちご ３０．４ａ 

新里ねぎ：２．４ha 

 

△

［取組状況］ 

・「大谷夏いちご」「新里ねぎ」「ゆうだい２１」等，

地域の特色を活かした農産物のブランド化が進展 
・アグリネットワークを活用した本市農産物を活

用した商品開発など，他産業との連携による農産物

の利用は拡大 

 
［その他の環境変化等］ 

・ブランド農産物の認知度は，県開発品種に比べ，

うつのみやブランド農産物の認知度は低い。 

 
⇒ブランド化や６次産業化は進んでいるが，うつの

みやブランド農産物の知名度は定着していない。 

 

［課題］ 

・ブランド産品の販路拡大に向け，知名度向上のためのＰＲが必要

 
［取組の方向性］ 

・ブランド産品の知名度向上（様々な媒体を活用したＰＲ等） 

 

アグリビジネス創出

件数（累計） 

６３件 ８６件 

ブランド農産物認知

度プレミアム 7 

プレミアム 13 

宇都宮牛 

 

６％ 

４％ 

８．８％ 

 

１２％ 

４％ 

２２％ 

   

とちおとめ   ：８８％ 

にっこり    ：６１％ 

スカイベリー ：６０％ 

新里ねぎ    ：４１％ 

宮どんこ     ：１３％ 

需要に応じ

た農産物の

生産振興 

 

加工・業務用米「ゆう

だい２１」の作付面積 

 

 

７．５ｈａ ３０．９ｈａ 

△

［取組状況］ 

・加工・業務用米の「ゆうだい２１」の作付面積は

増加 
・市場ニーズの高い加工・業務用野菜の生産は拡大

傾向 

 
［その他の環境変化等］ 

・米の消費は減少傾向にある中，加工・業務用の米

のニーズは高まっている。 
・米政策の見直しにより行政による生産数量目標

の配分が廃止 
・ブランド米の産地で生産増加の動き（新潟県，秋

田県等） 

 
⇒加工・業務用野菜等の生産は拡大傾向にあるが

が，更なる拡大の余地が見込める。 

 

［課題］ 

・米の消費が減少傾向にある一方，ブランド米の産地で生産量が増

加しており，より一層の需要に応じた加工・業務用野菜等への転換

や収量の確保が必要 

 
［取組の方向性］ 

・加工・業務用作物の生産振興（多収米，野菜等） 

 

企業との事前契約に

基づき栽培する作物

（加工・業務用） 

【再掲】 

トマト：ー トマト：１．７ha 

じゃがいも：２．３ｈａ 

さつまいも：５０a 

玉ねぎ：８４．２ｔ 

 

 

 

 

県開発品種 
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［地域力］ 

基本

施策 
個別施策 

取組状況 取組の評価 

○…概ね順調 △…強化が必要 
今後の方向性 

主な指標 Ｈ２５当初 Ｈ２９実績・取組 

１ 

持
続
可
能
な
営
農
環
境
の
形
成 

多面的機能

の維持・向上 

多面的機能維持・向上活動 

組織数・面積・カバー率 

 

 

３４組織 

２，４１２ha 

２３．５％ 

（農地・水保全管

理事業） 

 

６６組織 

４，１４９ha 

４６．０％ 

△

［取組状況］ 

・多面的機能維持・向上活動を行う組織数の増加に

伴い，その活動の農業振興地域農用地区域農地カバ

ー率は増加したが，近年横ばい 
・引き受け手のない農地の「守り手」として，「Ｊ

Ａアグリうつのみや」が設立されたが，活動地域は

上河内地区に留まっている。 

 
⇒多面的機能の維持・向上活動を行う組織数とその

活動の市カバー率は近年横ばいであり，ＪＡアグリ

うつのみやの活動も上河内地区に留まっているこ

とから，未だ十分ではない。 

 
 
 
 
 

［課題］ 

・農業が持つ多面的機能の維持・向上に向けて，地域の合意形成に

より農業・農村環境の保全活動に関わる組織や組織の構成員となる

市民の拡大が必要 
・現在，上河内地区のみで実施されている引き受け手のない農地の

維持・保全について，他の必要な地域でも対応することが必要 

 
［取組の方向性］ 

・地域ぐるみの多面的機能の維持・保全（活動に関わる市民の拡大）

・農地の守り手の確保・育成 

農地の守り手による引

受農地面積（ＪＡアグリ

うつのみや※） 

※ほ場条件が悪く引き受け

る担い手がいない農地の耕

作を行うため，ＪＡ出資によ

り設立された法人 

－ 

（Ｈ２５設立） 

４１．３ｈａ 

 

耕作放棄地面積【再掲】 

 

６３１ha 

（Ｈ２２） 

６７４ha 

（Ｈ２７） 

農村生活環

境の整備・保

全 

 

農道整備率 

（土地改良区内） 

 

７７．３％ 

 

８１．０％ 

 

○

［取組状況］ 

・ほ場整備事業により新たに整備された農道の舗

装整備率や公共下水道整備率は増加 

 
⇒農村生活環境の整備における利便性や農作業・保

全活動における作業効率は向上している。 

 

［課題］ 

・引き続き，計画的な農村生活環境の整備や環境の保全に取り組む

ことは必要 

 
［取組の方向性］ 

・農村生活環境の計画的な整備・保全 

 

特定環境保全公共下水

道整備率（計画進捗率） 

８１．２％ ９１．４％ 
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基本

施策 
個別施策 

取組状況 取組の評価 

○…概ね順調 △…強化が必要 
今後の方向性 

主な指標 Ｈ２５当初 Ｈ２９実績・取組 

２ 

農
業
・
農
村
の
魅
力
発
信 

農育・食育の

推進 

 

 

食農体験学習事業補助

金交付校数 

９３校 ９３校 

○

［取組状況］ 

・全ての市立小中学校における体験農園等で

の栽培・収穫体験等が実施 
・イベント入場者数は一定数確保 

 
⇒学校における食農体験やイベントを通し

て，農業や食への理解促進が図られている。

 

［課題］ 

・引き続き，食と農に関する意識啓発や農業・農村の魅力発信に取り組

むことは必要 

 
［取組の方向性］ 

・食や農業の大切さの理解促進 
（学校における食農教育，食農イベント等の開催） 

ふれあい交流イベント

入場者数 

【再掲：資料２－１】 

 

１４万人 

 

 

１３．２万人 

 

 

都市と農村

の交流促進 

 

むらづくり推進協議会

地区数 

【再掲：資料２－１】 

 

１２地区 

 

 

１３地区 

 

 

○

［取組状況］ 

・市内全地区において，農業祭等が開催 
・ふれあい交流事業補助金により，地域の農

資源を活かした農作業体験等を実施する団体

を支援 

 
⇒市内全地区において地区組織による活動が

展開されており，ふれあい交流事業等を通じ

てグリーンツーリズムの推進が図れている。

 

［課題］ 

・引き続き，地域活動の活性化に取り組みながら，農業や農村の魅力や

大切さ，交流機会の充実に取り組むことが必要 

 
［取組の方向性］ 

・地域活動の活性化 
・グリーンツーリズムの推進 

 
 

ふれあい交流事業補助

金（累計） 

１件 ９件 
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